
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 7,552,370 流動負債 4,683,137
　　現金及び預金 59 　　電子記録債務 729,524
　　売掛金 3,367,707 　　買掛金 2,324,953
　　製品 83,288 　　未払金 362,085
　　原材料及び貯蔵品 1,030,092 　　未払費用 840,194
　　仕掛品 559,785 　　未払法人税等 30,384
　　預け金 1,830,458 　　預り金 12,057
　　未収入金 665,075 　　賞与引当金 383,938
　　その他 15,902

　 固定負債 390,057
固定資産 8,512,874 　　退職給付引当金 251,445
　有形固定資産 8,461,682 　　役員退職慰労引当金 4,320
　　建物及び構築物 3,363,270 　　繰延税金負債 134,292
　　機械及び装置 2,857,963
　　車両及び運搬具 15,182

　　工具、器具及び備品 231,825
　　土地 1,885,938
　　建設仮勘定 107,501 負　債　合　計 5,073,195

（純　資　産　の　部）

株主資本 10,990,142
　無形固定資産 36,725 　資本金 100,000
　　ソフトウエア 31,220 　資本剰余金 6,138,781
　　その他 5,504 　　資本準備金 868,700

　　その他資本剰余金 5,270,081
　利益剰余金 4,751,360
　　利益準備金 319,548

　投資その他の資産 14,467 　　その他利益剰余金 4,431,812

　　投資有価証券 407 　　　別途積立金 4,378,102
　　長期貸付金 4,600 　　　圧縮記帳積立金 995,163
　　その他 9,459 　　　繰越利益剰余金 △941,453

評価・換算差額等 1,908

　繰延ヘッジ損益 1,908

10,992,050
16,065,245 16,065,245

純　資　産　合　計
資　産　合　計 負 債・純 資 産 合計

貸 借 対 照 表

（2022年 3月31日現在）



単位：千円

　　売上高 32,577,478
　　売上原価 30,956,698
     売上総利益 1,620,780

　　販売費及び一般管理費 1,245,944
     営業利益 374,836

　　営業外収益
　　　受取利息及び配当金 205,602
　　　その他 23,850 229,453
　　営業外費用
　　　支払利息固定資産除売却損 9,931
　　　その他 3,515 13,447
     経常利益 590,842

     税引前当期純利益 590,842

　   　法人税、住民税及び事業税 50,526
　　 　法人税等調整額 401,594 452,120
     当期純利益 138,721

損 益 計 算 書

2021年 4月 1日から
2022年 3月31日まで



単位：千円
　　　　株主資本 評価・為替差額等

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 1,423,552 868,700 5,270,081 6,138,781 319,548 1,076,846 4,378,102 △ 398,613 5,375,883 12,938,217 1,081 12,939,299

当期変動額

減資 △ 1,323,552 1,323,552 1,323,552 - -

税率変更に伴う積立金の減少 △ 62,066 62,066 - - -

圧縮記帳積立金の取崩 △ 19,616 19,616 - - -

剰余金の配当 △ 1,323,552 △ 1,323,552 △ 763,244 △ 763,244 △ 2,086,796 △ 2,086,796

当期純利益 138,721 138,721 138,721 138,721

826 826

△ 1,323,552 - - - - △ 81,683 - △ 542,840 △ 624,523 △ 1,948,075 826 △ 1,947,248

当期末残高 100,000 868,700 5,270,081 6,138,781 319,548 995,163 4,378,102 △ 941,453 4,751,360 10,990,142 1,908 10,992,050

当期変動額合計

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

純資産
合計

資本金 資本
準備金

利益
準備金

利益
剰余金
合計

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

株主
資本合計

繰延ヘッジ
損益

株 主 資 本 等 変 動 計 算

2021年 4月 1日から
2022年 3月31日まで



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

（２）棚卸資産………………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。

（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）に基づき、

次の５ステップに従って、収益を認識しております。

ステップ１ 契約の識別

ステップ２ 履行義務の識別

ステップ３ 取引価格の算定

ステップ４ 取引価格の履行義務への配分

ステップ５ 履行義務の充足による収益の認識

当社は、主に住宅照明、店舗照明、施設・屋外照明、電子デバイス、化成品等の製造販売を行ってお

り、これらの製品の販売については、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っております。

当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲

得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

（２）追加情報

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第39号2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税

金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）を適用する予定です。

個 別 注 記 表

2021年 4月 1日から
2022年 3月31日まで



（１）配当金支払額

  (注１）

（注1）配当財産は、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾗｲﾌｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ朝日株式会社普通株式9,000株であります。

会計方針の変更に関する注記

１. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）を当事業年度の期首から適用し

ております。

この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。

また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項の但し書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19号及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

これによる、計算書類への影響はありません。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,146,431千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,208,683千円

短期金銭債務 769,662千円

損益計算書に関する注記

１. 顧客との契約から生じる収益

顧客との契約から生じる収益 32,577,478千円

その他の収益 －千円

２. 関係会社との取引高

（１）営業取引の取引高

売上高 30,369,187千円

仕入高 7,193,498千円

（２）営業取引以外の取引高 205,544千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,300,400株

２．配当に関する事項

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であり、
繰延税金負債の主な原因は、圧縮記帳積立金であります。

決議
株式の
種類

配当の原資
 配当金の
 総額（千円）

１株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年6月21日
定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 284,577 19.9 2021年3月31日 2021年6月21日

2021年9月1日
臨時株主総会

普通
株式

資本剰余金 1,323,552 92.6 2021年9月27日 2021年9月27日

2021年9月1日
臨時株主総会

普通
株式

利益剰余金 478,666 － 2021年9月30日 2021年9月30日



　　　

親会社及び法人主要株主等 単位：千円

属性
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額
（注1）（注2）

科目
期末残高
（注2）

 製品売上高 30,366,038 売掛金 2,951,127
 材料仕入高 7,035,309 買掛金 650,715

 資金の払戻 1,142,951 預け金 1,830,458
 受取利息 2,162 - －

 出向者人件費
 に係る未収入金 出向者人件費 1,474,420 未収入金 128,321

 金型売却に
 係る未収入金 金型の売却 152,311 未収入金 140,719

（注）１．価格その他の取引条件は市場価格を勘案した一般的取引と同様の条件としております。
　　　２．取引金額には消費税を含めておりません。売掛金及び買掛金の期末残高には消費税等を含めております。

会社等の名称

 当社製品の
 販売、製品
 及び原材料
 の仕入

資金の預入
親会社  パナソニック株式会社

　被所有
　間接100％

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社の資金運用についてはパナソニック株式会社への短期的な預託等に限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
「現金及び預金」「売掛金」「預け金」「未収入金」「電子記録債務」「買掛金」「未払金」

については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

関連当事者との取引に関する注記

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 768円65銭
２．１株当たり当期純利益 9円70銭

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。


